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自然災害

図 1 は 1990 年以降の世界の主な自然災害で死者数が 5,000 人
を超すものを示す。阪神・淡路大震災で約 6,500 人、東日本
大震災では不明者を含めて約 2 万人。ところが、2004 年の

います。そしてこの「地下水位低下工法」は、地下水を汲み上げ
るので地盤が下がるんです。
編集部：既存の住宅の地盤が下がったら問題だと思うのですが、、。
K さん：ところがこの「地下水位低下工法」の方がよいという人が
けっこういるんですよ。
編集部：それはどういった理由からでしょうか。
K さん：やはり初期投資が安くて済むということです。維持費がか
かりますが。また、同じ市内でも被害が大きかった地域と少なかっ
た地域があり、被害の少なかった地域の人たちは、自分の家の地
盤が下がるということがどういうことなのか、あまり実感がない
からなのではないかと思います。

みんなで力を合わせるための課題

K さん：浦安市も学識者を中心とした専門家との検討を経て、「格
子状地中壁工法」の方がよいという結論を出し、その方法で進め
ようとしています。そこにきて「地下水位低下工法」の方がよい

という意見は、結局（まちの耐震化を）止めろと言っているよう
なものです。別の地域でも同じように、住民の意見割れでまちの
耐震化に向けた対策が進んでいないところもあります。

「地下水位低下工法」も、地盤の条件によっては有効な工法なので
しょうが、浦安のように液状化層が深い場所には向いていないの
では。2011 年の東日本大震災による浦安の液状化は地下 6 ～ 9 ｍ
の間でおきていたという専門家による発表があります。
もちろん「格子状地中壁工法」が一番よいかどうか、次の大地震
がきてみないと誰にもわかりません。それでも比較論でいえば僕
はこの方がよいと思うし、そう思える方に賭けたいですね。
日々の暮らしというのは家だけで成り立っている訳ではなく、そ
れを支えるインフラがあってこそ成り立つということを、私は我
が家の液状化による被害を通して実感を持って学びました。
だからインフラの耐震化を早く進めてもらって、このまちで心か
ら安心してずっと暮らせるようにしたいですね。

編集部：今日は貴重なお話をありがとうございました。（終）

2013年秋に竣工した美浜の家（K邸）外観

美浜地区の街路の様子（2014年 2月）

2013年秋に竣工した美浜の家（K邸）内観

K邸の太陽光発電利用状況
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～災害に備え、住み手と地域の安全を保障し、持続・循環する暮らしのために～

環境共生住宅と人の安全保障 

【特別寄稿】

岩村　和夫　( 株式会社 岩村アトリエ  代表取締役）

はじめに

私達が 1990 年に「環境共生住宅」の研究・開発・実践に取
り組み始めて以来、ほぼ四半世紀が経つ。その間に阪神・淡
路大震災（1995）や東日本大震災（2011）等の悲惨な自然災
害を経験した。これらを重い教訓として、環境に配慮した住
まい・まちづくりを考える際に、平時だけではない一連の時
間の流れの中で考えるべきことを痛感してきた。

図 1　近年の世界の主な自然災害 （1990 ～ 2011 年 3 月、 死者 5,000 人以上）

緒方貞子さんは国連在任中の難民高等弁務官時代に、戦争や
テロで奪われた人間の安全について議論し救済するための「人
間の安全保障委員会」を指揮された。そこで掲げられた「人
間の安全保障」という概念は、家やまちをつくる我々にも深
く関わる、私はそう日頃から思ってきた。本稿の趣旨はそこ
に由来する。

インドネシア、スマトラ島地震や 2010 年のハイチ地震では
M7.1 規模の地震だったが不幸なことに 22 万人に上った。こ
のように、地球規模で眺めると巨大な自然災害がいたるとこ
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日常災害

さて、図 4 は家庭内における 1 年間の不慮の事故死の実態
（2011 年）を示す。その数は実に 1 万 6,722 人に達している。

交通事故による死亡者数（24 時間以内）は 4,663 人だから、
その約 3 倍に上る人々が、毎年安全であるはずの住宅の中で
亡くなっていることになる。

「自然災害」と比較しても、これは「日常災害」とも言うべ
き深刻な状況である。具体的には、家庭内で亡くなる方の不
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ろで起きており、その原因も地震、ハリケーンや台風等様々
だ。また、アジアの主な自然災害（1990 年以降）で死者数 1,000
人以上のものを整理してみると、図 2 の通りである。
そして、風光明媚な日本は、それ故に災害大国である（図 3）。
2000 年以降、世界中で起こる地震の 2 割近くが日本および近
海で起きている。すなわち、我々が通常平時として認識して
いる時間帯は、むしろ頻繁に発生する災害と災害の間に過ぎ
なく、その狭間で我々は一見安全に暮らしていると言うべき
だ。従って、長期に亘って持続可能な住まい・まちづくりを
考えるのであれば、対症療法的な取り組みでは基本的に極め
て不十分である。

ところで、東日本大震災の被害の特徴は、その直後の津波や
原発の放射能による被害も加わり、大変広域にそして長期に
及んだことである。従って、都市や地域によって事情が質・
量ともに異なるために、その復興ソリューションも多岐に亘
ることだ。津波の被害にしても、沿岸部では大規模な津波で
繰り返し浸水した歴史があり、それも数十年の間隔で起きた
ことがわかる。問題なのは、災害ごとに克明な調査が行われ
優れた報告書が残っていても、それがその後の政策や我々の
営みに活かされない、そして当事者以外は忘れ去りまた悲劇
が繰り返される。

図２　アジアの主な自然災害 （1990 ～ 2011 年 3 月、 死者 1,000 人以上）

図３　日本の主な自然災害 （1990 ～ 2011 年 3 月、 死者 50 人以上）

図４　家庭内の不慮の事故死の実態
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図４ 家庭内の不慮の事故死(2011)
家庭における不慮の事故死 総数：16,722 内65歳以上：13,325（79.7％)

出典 ： 厚生労働省 「平成23年 人口動態統計（確定数）の概況」 http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei11/index.html
警視庁交通局 「平成24年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締状況につて 」 http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001106841

＜参考＞ 不慮の事故による年間死亡者数（2011） 59,416 （内65歳以上：41,187、69.3％)

その内、交通事故死亡者数（1年以内） 総数：6,741 （内65歳以上：3,462、51.4％)
（24時間以内）総数：4,663 （内65歳以上：2,291、49.1％)

不慮の溺死・溺水 計： 4,941 （内65歳以上：4,416、89.4%）

（内訳） 浴槽内での溺死・溺水 4,554 （内65歳以上： 4,075)
浴槽への転落による溺死・溺水 27 （ 〃 ： 22）
その他の溺死・溺水 360 （ 〃 ： 319)

慮の事故で最も多い原因が湯船での溺死で約 4,000 人に上り、
高齢者がその 8 割から 9 割を占める。その主原因は外壁の断
熱不備等に起因する住宅内のヒートショックと言われている。
いずれにしても、これだけ多くの人が安全を担保すべき住宅
の中で亡くなっていることに愕然とするのは私だけでないだ
ろう。
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LCP（Life Continuity Plan）生活持続計画

こうして「自然災害」と「日常災害」の双方に目を向けると、我々
は常時災害の危険性に直面していることが分かる。それを前
提とした時、どのように家をつくり、まちをつくるべきなの
か。BCP（Business Continuity Plan：業務継続計画）とは、災
害や危機が発生した後に、業務をどのように継続していける
のかを、あらかじめ様々な状況を想定して計画しておくこと
だ。私は 3.11 以降、住まい・まちづくりに関してこの「ビジ
ネス」を「ライフ」に置き換え、LCP（Life Continuity Plan：
生活持続計画）を考えることの必要性を提唱してきた（図 5）。
具体的には、関連する取り組みを「時間の流れ」と「対象の
スケール」に整理し、その全体像を把握するために、二つを
基軸とする基本フレームを考える。横軸がスケールに応じた

「対象」で、右から左へ＜戸建て住宅＞、＜集合住宅＞、＜地
区＞、＜地域＞と徐々に拡大していく。一方、縦軸が時間の
流れで、上から下へ＜災害時＞、＜災害後＞、＜平常時＞と
連続し、繰り返してゆく。
通常我々はこの＜平常時＞にあって様々なことを考えること
に慣れている。従って、まずは被災した＜災害時＞に右往左
往し、その直後から、時系列に応じて問題の質と量が徐々に

変化する。初期の避難、そしてエネルギー、上下水などのイ
ンフラの復興や仮設住宅の問題を含め、当事者は目の前に山
積する深刻な課題に日夜忙殺され、肉体的・精神的に消耗する。
しかし、それが頻繁に起こりうる国土で生きる我々にしてみ
れば、対症療法的に取り組むのではなく、住まい・まちづく
りにそもそもこうした事態の可能性を織り込んで考えるべき
である。この LCP フレームのセル内には、縦の時間軸と横の
対称軸に沿って考えられる様々なハード（黒丸）とソフト（白
丸）を含めた取り組みの項目を掲げている。我が国では災害
の種類も多く、火災、風害、水害、水害（津波、洪水、雪害）、
土砂災害などに応じて、様々な技術を駆使しなければならな
い。
それらの項目を、個々の場所性に応じてどのようなプライオ
リティを構築し、計画として具体化していくべきなのか、そ
れが基本フレームを整理してみるとよく分かる。戸建て住宅、
集合住宅、地区、地域のそれぞれのレベルに係る主体によっ
て取り組み方が異なる。このフレームの向こうに、プランナー、
設計者、住人、行政、町内会など、様々なステークホルダー
がどのようにリーダーシップを持ち、あるいは連携して取り

組んでいくべきかが見えてくるだろう。
そして＜災害後＞に関しては、大項目を生活インフラと食糧
に分けてみた。生活インフラにはさらにエネルギー源、エネ
ルギー利用、上水、下水、トイレ、交通、情報・ICT がある。
それぞれの項目で我々が既に手にしている技術、これから手
にしようとしている技術があるが、なかにはこれまであまり
注目されてこなかった要素も含まれる。
やがて時間が過ぎ数年、十年も経つと、当事者以外は起こっ
たことを徐々に忘れ、そして＜平常時＞に入ってゆく。この
段階での取り組みにはすでに膨大な蓄積があり、ここでは長
年「環境共生住宅」の研究開発で培ってきた身体の健康、身
体の安全、心の健康、心の安らぎ、防犯、維持・育成管理、
定期診断・評価などの項目を挙げてみた。
ただし、ここに示した基本フレームは総合的な全体像にすぎ
ず、実際にはこれをベースにして各地域や住み手の特性を反
映・カスタマイズした計画フレームを作成する作業が必要と
なることは言うまでもない。

生活者意識の変化と時代の要請

以上の考え方をまとめて、2012 年 8 月に「安全保障住宅をつ
くる」（創樹社刊）というムック本を出した。その中には、3.11
以降生活者の意識がどのように変わったのか、様々な調査を
もとにまとめられている。「安全」「長持ち」が商品やサービ
スのポイントになってきたことや、生活のなかで「メリハリ
志向」や「絆」を大切にしたいなどが震災を通じて強くなっ
たことが示されている。また当然のことながら、従前に実施
した調査結果に比べて、明らかに防災への意識が高まり、住
まいに対する安全・安心に対する重要性が再認識されるよう
になった。
住まいの技術に関しても、構造や地盤に関心を持つ人が増え
ている。東京近郊で液状化の被害が顕著だった浦安市では、
被害の状況が同じ住宅地にあっても実に様々であった。そも
そも大金を住まいに投資する人が、地盤のことを調べないこ
とが不思議だが、その一方で住まいの敷地に係る基本的情報
が買い手に正しく提供されていないことも大きな問題である。
そこに関心を持つ人が増え、地盤改良や耐震補強工事を実施
するケースも確実に増えている。
また、省エネや自然エネルギーの利用についても、エネルギー
の自立性の必要性から意識が変わり関心が高まりつつあると
こも示されている。それと関連して「スマートグリッド」に
ついても、原発の稼働が停止している電力供給の不透明な現
状を反映して、太陽光発電や家庭用蓄電池と連動して今後導
入したいと思う人が増えている。
また上述した日常災害に対しては、「健康維持増進技術」の研
究が進んでいる。室内空気質の化学物質問題はずいぶん改善
されたが、既存住宅でのヒートショックの改善をはじめ、ま
だまだ課題が多い。

さらに、家族や近隣の人間関係の大切さを再認識する人が増
加していることは注目すべきである。災害後の助け合いの場
を見るにつけ、家族が大事、絆が大事だと思う人が増えた。
つまり我々はハイテクだけでは処理できない、人間と人間の
関係をどうデザインしていくのかが問われているのではない
か。それは「環境共生住宅」の研究開発初期の段階から重要
視し、指摘してきたことだ。平時のおつきあいや人のつなが
りが、いかに非常時に重要か、私達は阪神でも東北でもそれ
を痛いほど体験したのだから。

このように全体を俯瞰してみると、関連する一連の技術の殆
どを我々は手にしているかに見える。しかし、いかに地域の
特性に合わせて最善の解を発見し、まとめ上げてゆけるかが
問われているのだ。四半世紀を過ぎようとしている「環境共
生住宅」の新たな役割について、我々は時代の要請と人の命
に寄り添いながら、考え実践することが求められているので
はないだろうか。

図 5　生活持続計画 （LCP*1) 基本フレーム

岩村　和夫 　（いわむら　かずお）

早稲田大学大学院理工学研究科建築工学専攻修

士課程修了。 工学修士。 フランス政府外務省給費

研修生 （技術交流） として渡仏。 在パリ 「Georges 

Candilis 事務所」 を経てドイツ、 ダルムシュ タットに

「建築都市設計同人 AG5」設立。帰国し、東京に「岩

村アトリエ」 設立後、 武蔵工業大学環境情報学部・

同大学院教授等を経て、 東京都市大学都市生活

学部教授。 日本建築家協会理事 ・ 副会長、 日本

建築学会理事、 国際建築家連合 （UIA） 副会長等を歴任。 現在岩村アトリエ代

表取締役。

作品 ： 自邸－カッセル ・ エコロジ－団地 （ドイツ、 カッセル市）、 ファンハウス札

幌スタジオ （札幌市）、 世田谷区深沢環境共生住宅 （世田谷区）、 屋久

島環境共生住宅 （鹿児島県）、 うつくしま未来博 ・ 21 世紀建設館 （福

島県）、望楼の家 （埼玉県）、神戸ドイツ学院／ヨーロピアンスクール （神

戸市）、 他多数。  

著書 ： 「建築環境論」 「自然な構造体」 （鹿島出版会）、 「共に住むかたち」 （建

築資料研究社）、 「環境共生住宅 A-Z」 （ビオシティ）、 「地球環境建築

のすすめ」 （日本建築学会）、 「地球環境時代のまちづくり」 （丸善）、 「サ

ステイナブル建築最前線」 （ビオシティ）、 「安全保障住宅をつくる」 （創

樹社）、 「CASBEE （英文）」 （IBEC） 他多数。

受賞 ： グッドデザイン賞 （建築 ・ 環境部門 ： 1997）、 国連 World Habitat Award 

(2001)、日本建築学会賞 （業績：2003）、American Wood Awards （2003）、

日本建築家協会環境建築賞 （2002、 2009、 2013） 他多数。
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